

平成10年版 大阪労働白書 の概要

─女性の就業分野拡大と雇用促進～男女協働社会の実現を目指して─


　

【要約】 

第１部　女性の就業分野拡大と雇用促進～男女協働社会の実現をめざして～

◆府内における女性労働の現状（第１章）
　平成７年（国勢調査）の大阪府における労働力人口（15歳以上人口のうちの就業者と完全失業者の計）は、女性176万５千人、男性289万３千人となっている。前回調査の平成２年と比較すると、女性は11万８千人増（7.2％増）、男性は12万３千人増（4.2％増）で、女性の労働力人口の伸びの方が大きくなっている。
　また、昭和50年から平成７年の20年間の変化をみると、労働力人口に占める女性の割合は、32.1％から37.9％へと5.8ポイント増加しており、女性の労働力率（15歳以上人口に占める労働力人口の割合）も39.4％から46.1％へと6.7ポイント増加している。
◆企業における雇用の実態と女性の就労に対する考え方（第２章）
　女性労働者の雇用の現状と課題を把握し、女性の就業分野拡大・雇用促進方策について検討するため、企業（回答1,403社）及び女性（回答356人）を対象としたアンケート調査を行った。
（１）従業員構成の変化
（ア）最近５年間の従業員数の増減と従業員数が最も変化した職種
　事業所に対し、最近５年間（平成５年～９年）で、従業員数はどのように増減したかをきいたところ、正社員の女性では、「増減なし」が503社（35.9％）、「減少なし」が456社（32.5％）、「増加した」が411社（29.3％）となっている。正社員以外の女性では、「雇用していない」が最も多いが、それ以外では、「増加した」が多く、パートタイム労働者で375社（26.7％）、派遣労働者で246社（17.5％）、契約社員で122社（8.7％）となっている。
　従業員数の増減と関連付けて、従業員数が最も変化した職種をきいたところ、正社員の女性が減少した事業所、増加した事業所とも、最も変化した職種は「事務・管理」となっている。また、女性のパートタイム労働者、派遣労働者、契約社員が増加した事業所では、「事務・管理」が最も変化した職種になっている。
（イ）今後女性を積極的に採用・配置しようと考えている職種
　「女性がいない又は少ない職種」で、今後女性を積極的に採用・配置しようと考えている職種をきいたところ（複数回答）、「特になし」が825社（58.8％）と最も多かったが、それ以外では、「営業・販売」236社（16.8％）、「事務・管理」183社（13.0％）、「専門・技術」（11.8％）が多かった。
（ウ）男女雇用機会均等法施行時に就職した者の現時点における状況
　事業所に男女雇用機会均等法施行のとき（昭和62年４月１日から昭和63年３月31日まで）に入社（再就職含む）した従業員の現状についてきいた。
　在職状況をみると、昭和62年度に採用された者32,725人のうち、平成９年10月現在在職している者は、10,882人で、在職率33.3％となっている。これを男女別でみると、男性の在職率が47.9％となっているのに対し、女性の在職率は17.2％と低くなっている。
　在職者の職階をみると、在職者10,882人のうち、「役職についていない」のは54.1％（5,888人）で、「主任クラス」は25.3％（2,749人）、「係長クラス」は13.2％（1,437人）、「課長クラス以上」は7.4％（808人）となっている。これを男女別でみると、男性では、「主任・係長クラス」43.1％、「課長クラス以上」9.1％となっているのに対し、女性では、「主任・係長クラス」24.4％、「課長クラス以上」2.3％となっている。
（２）職場の雰囲気
（ア）女性の雇用方針
　事業所に対し、どのような女性の雇用方針をとっているかきいたところ、「個人の能力･適性に応じて対応しているので性別にこだわっていない」が57.6％（808社）と最も高く、以下、「社会における男女の役割分担に基づいて女性向けの職種、職場に配置している」が25.9％（363社）、「女性に適した仕事がないので採用を控えている」が7.5％（105社）、「目標を設定して男女間の雇用格差の解消に向けた取り組みを積極的に行い、女性の能力発揮を促進している」が3.6％（51社）となっている。
　また、女性の雇用方針が、女性の在職率、役職率にどのような影響を及ぼしているのかをみるため、前掲の「男女雇用機会均等法施行時に就職した者の現在における状況」とクラス集計したところ、「個人の能力・適性に応じて対応しているので性別にこだわっていない」という雇用方針をとっている事業所の在職率、役職率が最も高かった。
（イ）女性の能力発揮に対する従業員の意識
　女性の能力発揮について、「女性の適性や能力を固定的にとらえる考え方」（以下Ａとする）と「性別にとらわれず個人を重視する考え方」（以下Ｂとする）の２つの考え方があるとの前提のもと、５年前と比べて従業員の大多数の意識はどのようになったかを、事業所及び働いている女性にきいた。
　事業所調査の結果をみると、男性の管理職、専門職、一般職の意識は、「Ａのままで変化していない」と考えている事業所が最も多かったが、「Ｂのままで変化していない」と「ＡからＢに変化した」も同じくらい多かった。女性の管理職と専門職は、「Ｂのままで変化していない」と考えている事業所が最も多く、女性の一般職は、「Ａのままで変化していない」と「Ｂのままで変化していない」が同じくらい多かった。
　一方、働いている女性に、自分の職場が５年前と比べてどのようになったかをきいたところ、「Ａのままで変化していない」と考えている女性が最も多かった。
（ウ）女性の就業に対する姿勢
　就業に関する９つの事項について、事業所に対しては、「非役職の女性正社員は一般的な傾向としてどのような姿勢にあるか」を、また働いている女性に対しては、「どれが最も自分の考え方に近いか」をきいた。
　事業所調査の結果と個人調査の結果を比較すると、「仕事へのチャレンジ」や「業務改善など仕事上の提案」については、働いている女性の７割強が、「職業能力の開発・向上」については８割強が「したい」と考えているのに対し、事業所では２割台しか「積極的」とみておらず、事業所の認識と女性の意識の間に大きなギャップが見られた。
（エ）男女の均等な取扱いに関する要望・苦情
　最近１年間の男女の均等な取扱いに関する要望・苦情について、事業所に対しては「どのようなものがあったか」を、また女性に対しては「どのようなものを持ったか」をきいたところ（複数回答）、事業所では｢特になし｣が75.5％と最も高かったのに対し、約７割の女性は何らかの要望・苦情を持っていた。
　また、要望・苦情について、すべての事業所に対し「どのように対応しているか」を、また要望・苦情を持った女性に「誰に申し出たか」をきいた（複数回答）。事業所調査の結果をみると、「上司が対応している」が70.8％と最も高く、以下「人事労務担当者が対応している」36.6％などとなっている。一方、個人調査の結果をみると、「誰にも申し出ていない」が50.8％と最も高く、以下「上司」20.7％、「労働組合」11.4％などとなっている。
（３）女性の能力発揮
（ア）従業員の配置
　職種ごとに、男女別の配置状況をきいたところ、事務・管理では「男女ほぼ同じ」（33.4％）と「女性が多い」（30.4％）が、営業・販売では「全て又はほとんど男性」（32.9％）と「男性が多い」（30.3％）が高く、それ以外の職種では、「該当職種はない」を除き、「男性が多い」または「全て又はほとんど男性」が高くなっている。
　また、「全て又はほとんど男性」または「男性が多い」と回答した事業所に、女性の配置が少ない理由をきいたところ（３つ以内回答）、営業・販売では「外部との折衝が多い」が、専門･技術、研究・開発、事務・管理では「職務遂行上必要な経験が足らない」が、生産・技能、サービスでは「体力を必要とする」が、それぞれ最も高くなっている。
（イ）役職者の割合
　男女別の役職者の割合をみるため、全ての事業所に、正社員数、主任・係長の人数、課長以上の人数をきいて、それらを集計した。その結果、女性正社員に占める女性の「主任・係長」は8.6％、女性の「課長以上」は1.5％であるのに対し、男性正社員に占める男性の「主任・係長」は21.2％、男性の「課長以上」は23.1％となっている。
　全主任・係長のうち女性が占める割合は12.4％、全課長以上のうち女性が占める割合は2.2％となっている。
　女性の役職者比率（女性の主任・係長＋課長以上／男女の正社員数）は2.6％であるのに対し、男性の役職者比率は32.8％となっている。
　なお、女性の雇用方針と役職者の割合の関係をみてみると、「個人の能力・適性に応じて対応しているので性別にはこだわっていない」という雇用方針をとっている事業所の女性の役職者の割合（女性の主任・係長＋課長以上／女性正社員数）が10.8％と最も高かった。
（ウ）女性の能力発揮を促進するための重点事項
　「女性の採用拡大」「女性の職域拡大」「女性管理職の増加」「女性の勤続年数の伸長」「女性の職業能力の開発・向上」「女性に対する職場環境・風土の改善」の中で、女性の能力発揮を促進するためには、どれに重点を置くことが有効と考えるかを事業所及び女性にきいたところ（２つ回答）、事業所では、「女性の職業能力の開発・向上」が58.7％と最も高いのに対し、女性では、「女性に対する職場環境・風土の改善」が57.6％と最も高かった。
（エ）女性の能力発揮を促進するための施策
　女性の能力発揮を促進するための重点事項ごとに、事業所には今後実施したい施策を、女性には今後実施すべきと思う施策をきいたところ（複数回答）、次のような結果になった。
（a）女性の採用拡大
　事業所では「特になし」が68.9％と最も高いのに対し、女性では「採用選考担当者に対し、男女の固定的役割分担意識を持って採用選考しないように研修を実施する」が77.8％と最も高かった。
（b）女性の職域拡大
　事業所では「特になし」（45.8％）と「男性向きと考えられていた業務に新たに女性を配置する」（42.1％）が高かったのに対し、女性では「女性がいない又は少ない職場へ女性を配置するために必要となる教育訓練を実施する」が56.2％と最も高かった。
（c）女性管理職の増加
　事業所、女性とも、「性別に関係なく仕事上の成果や能力で評価する考え方を徹底する」（49.0％、80.3％）が最も高かった。次いで高かったのが「能力・資格のある女性を意識的に登用する」で、事業所では３番目（30.6％）、女性では２番目（53.9％）であった。
（d）女性の勤続年数の伸長
　事業所では「特になし」が62.9％と最も高いものに対し、女性では、「育児・介護休業法で義務付けられた両立支援措置を上回る制度を導入する」（68.0％）、「家族的責任を負う労働者に対し、希望により配置転換について配慮する」（64.9％）、「家族看護休暇制度を導入する」（53.4％）が高かった。
（e）女性の職業能力の開発・向上
　事業所では「担当業務を固定化せず新たな業務にチャレンジさせる」と「自発的な知識・技術の習得を援助・奨励する」がともに46.1％と最も高いのに対し、女性では「教育・訓練の機会を男女平等に付与する」が66.9％と最も高くなっている。
（f）女性に対する職場環境・風土の改善
　事業所では「特になし」が47.9％と最も高いのに対し、女性では「男女の役割分担意識に基づく慣行を見直す」（63.4％）、「男女の役割分担意識を解消するため意識啓発・研修を実施する」（59.8％）、「セクシュアル・ハラスメント防止に取り組む」（43.0％）が高かった。
（４）働きやすい職場環境の整備
（ア）女性の仕事意識
　すべての女性に、どれが最も自分の仕事意識に近いかをきいたところ、「結婚、出産後も働きつづける」34.8％（124人）と「出産で仕事をやめるが、子育て後また働く」32.3％（115人）が高かった。
（イ）女性の結婚後・出産後の就労状況
　すべての事業所に対して、女性従業員は結婚後又は出産後も働きつづけているかをきいたところ、次のような結果になった。
　「全て働きつづけている」または「ほとんど働きつづけている」と回答した事業所の割合は、結婚後では26.2％（368社）、出産後では15.8％（221社）となっている。一方、「全て退職する」または「ほとんど退職する」と回答した事業所の割合は、結婚後では38.3％（538社）、出産後では53.0％（744社）となっている。
（ウ）育児休業と介護休業の取得状況
　すべての事業所に対して、育児休業の取得状況をきいたところ、男性の取得者は２人、女性の取得者は1,311人であった。
　介護休業の取得者は、男性で９人、女性で58人であった。
（５）行政に期待すること
　女性の能力発揮を促進するため、行政にどのような施策を期待するかをきいた（優先順位を付けて３つ回答）。１位を３点、２位を２点、３位を１点として、合計した結果は次のとおりである。
　事業所では、第１位が「育児介護にかかる措置を講じた企業に対する助成制度の充実」、第２位は「保育所の整備」、第３位は「自己啓発に対する支援制度の充実」となっている。
　女性では、第１位が「保育所の整備」、第２位は「女性に対する男性の意識改革の促進」、第３位は「男女の平等な取扱いを促進する、より強力な法律の制定」となっている。
◆課題と今後の取組のあり方（第３章）
（１）雇用における男女平等の推進
（ア）固定的な男女の役割分担意識の変革
　男女協働社会を実現するためには、「男は仕事、女は家庭」、あるいは、「女性は補助労働力」という固定的な男女の役割分担意識を変革していく必要がある。このため、行政が積極的なリーダーシップを発揮し、企業や個人などに積極的に働きかけていくことが重要である。また、企業においても、性別にこだわらず、個人重視の人事方針を確立し、能力や意欲に応じて仕事の機会を提供し、業績を評価していくことが求められる。
（イ）男女雇用機会均等法の周知徹底
　女性を取り巻く就業環境は整備されつつあるものの、依然として女性が男性と均等な取扱いを受けていない事例が見受けられる。男女雇用機会均等法、労働基準法、育児・介護休業法が改正され、平成11年４月１日から施行されるが、行政は、こうした法制度の普及促進に努めるとともに、法改正に対応した雇用管理が円滑に進むよう事業主等を支援していく必要がある。
（ウ）ポジティブ・アクションへの取組促進
　女性労働者が性別により差別されることなく、その能力を有効に発揮して充実した職業生活を送ることができるようにするためには、男女雇用機会均等法に基づき、機会の均等が確保されることに加え、雇用の場において男女労働者の間に事実上生じている格差が解消されることが重要である。
　この格差を解消するためには、企業が女性の能力発揮を促進し、その活用を図る積極的な取組（ポジティブ・アクション）を自主的に行っていくことが必要である。
　このため、企業においては、経営トップの理解と積極的関与のもと、ポジティブ・アクション・プランを策定し、具体的に取り組んでいくことが求められる。
（エ）要望や苦情に対する適切な対応
　アンケート調査結果によると、男女の均等な取扱いに関して従業員から要望や苦情があったと回答した事業所は約25％であり、その割合は少なくみえる。しかし、女性に対する調査の結果をみると、約７割の女性が要望や苦情を持っており、そのうちの約半数は、要望や苦情を誰にも申し出ていない。
　職場に問題がないのではなく、それが表面化していないだけだとすれば、対応策を講じる必要がある。
　企業においては、苦情処理機関を設置するとともに、女性の声を反映させる形で人事労務管理制度や職場慣行を点検することが求められる。
　また、女性側も、職場に申し出にくい雰囲気があるかもしれないが、直属の上司や人事労務担当者、企業の苦情処理専門窓口、労働組合に相談してみることが望まれる。
（２）雇用機会の拡大
（ア）企業の認識と女性の意識のギャップの解消
　アンケート調査結果をみると、「新しい仕事へのチャレンジ」や「より高い職階への昇進」などについて、女性労働者は積極的な姿勢を示しているが、企業は必ずしも積極的と考えておらず、両者の間にギャップが存在している。
　このギャップが職場における男女の役割分担を固定化させ、女性の能力発揮を阻害していると考えられる。
　このギャップを解消するため、企業においては、女性の適性や能力を固定的にとらえるのではなく、あくまでも個人に着目し、意欲と能力に応じた取扱いを行っていくことが求められる。同時に、女性も積極的に行動することが求められる。また、行政においては、企業及び女性がチャレンジしやすくなるよう、女性が能力を発揮している事例を紹介するなどの取組を行っていく必要がある。
（イ）職業生涯ビジョン確立への支援
　豊かな職業生活を実現するためには、自分なりの職業生涯ビジョンを明確にしておくことが重要である。このため、行政としては、職業生涯を考える手掛かりとなるような情報の提供を行うことが必要である。
（３）職業能力開発の促進
　時代の変化に対応しうる職業能力の形成が求められている中で、高まる女性の就労意欲を、職域拡大、雇用促進につなげていくためには、企業内外における職業能力開発の機会を充実させることが重要である。
　このため、行政においては、就職や転職、再就職を希望する女性が本人の適性と能力に基づいた職業選択ができるよう、職業能力開発を積極的に進めていく必要がある。また、企業においては、従業員に対する職業能力の開発を行う場合に、固定的な男女の役割分担意識を持つことなく、女性の研修を男性と同様に実施するなど、女性の職業能力開発を促進していく必要がある。
（４）多様な就業形態に対応した施策の推進
　女性の就業形態は多様化しているが、パートタイム労働者として働く女性の割合は高い。そのパートタイム労働者の中には、業務内容など就業の実態において正社員と同様の働き方をしている者が存在する。
　しかし、そうした働き方をしながらも、パートタイム労働者という呼称のもと、賃金、賞与、年次有給休暇などの雇用条件において正社員と差がつけられている例が見受けられる。
　行政においては、企業において適正な労働条件の確保や雇用管理の改善が図られるよう、パートタイム労働法をはじめとする各種法制度などの周知徹底に努めるとともに、パートタイム労働を望む労働者の需給調整機能の強化を図る必要がある。
（５）男女がともに家庭生活と職業生活を両立し得る環境の整備
　結婚、出産後も働き続けるという職業意識を持った女性が増加し、勤続年数も長期化傾向にあるものの、家事や育児、介護などにより、依然として仕事を継続するには困難な状況にある。
　労働者が家庭生活と職業生活を両立し得るようにするためには、女性のみが家族的責任を担うのではなく、男女がともに担っていくことが必要である。
　このため、行政においては、育児･介護休業制度の普及と取得促進を図る必要がある。企業においては、男女労働者が育児・介護休業制度を利用しやすくするための措置を講じることが求められる。また、労働者、とりわけ男性労働者においては、家事、育児、介護といった家族的責任を果たすことが求められる。

第２部　若者が適職に就くために～「若者の職業意識の形成に関する調査研究報告書」より～

◆若年者を取り巻く現状（第１章）
（１）少子・高齢化
　老齢人口（65歳以上人口）の割合は、2025年（平成37年）には27.4％となり４人に１人が高齢者となるような社会が到来することが見込まれている。また、平成８年の大阪府の合計特殊出生率は1.32と全国平均の1.43倍を下回っている。
　若年労働者に対する労働需要の面からいえば、現在は新卒者の就職は厳しい状態にあるが、長期的には若年労働者に対して強い需要が生じてくることが予想される。
（２）雇用の動きと転職希望率
　平成９年度の大阪府の若年層の有効求人倍率をみると、15～24歳層で0.76倍（前年度比0.01ポイント減）、25～34歳層で0.68倍（同0.07ポイント減）と前年度の水準を下回っている。また、平成９年平均の近畿の年齢階層別完全失業率をみると、15～24歳層で7.3％（全国6.7％）、25～34歳層で4.7％（全国4.2％）といずれも全国平均を上回っている。
　若年層の転職希望率は他の年齢層に比べて高いものの、この10年ほど横ばいで推移し上昇する傾向はみられないが、転職希望者で実際に求職活動をしている者の割合は上昇傾向にある。
◆若年労働者の雇用をめぐる動き（第２章）
　府内の各事業所における若年労働者（本調査では29歳以下を対象）雇用の現状と課題を把握するため、1,000社（有効回答411社）の人事労務担当者に対して郵送によるアンケート調査を行った。
（１）若年労働者の過不足状況
　若年層の不足感を半数近く（47.5％）の事業所が有しており、全年齢層の不足感（29.4％）を大きく上回っている。
（２）若年労働者の中途採用状況
（ア）中途採用の実績と理由
　過去３年間に若年労働者の中途採用を行った事業所は７割を超えている（72.7％）。中途採用を行った理由の第１位は「退職などによる欠員補充」（63.5％）であり、「即戦力として活躍が期待できる」（49.5％）が次いで高くなっているが、「新規学卒者の採用が困難」（11.0％）の割合が低いことから、中途採用者が新規学卒者の代替的なものではなく、即戦力になるといった点から採用されていることがわかる（複数回答）。
（イ）中途採用者の離職状況と評価
　中途採用者の離職状況を新規学卒者と比較してもらったところ、多い順に「変わらない」（58.9％）、「少ない」（18.1％）となっており、中途採用者は離職率が高いというイメージを否定する結果となっている。また、評価では「変わらない」（65.9％）、「優れている」（19.1％）の順に多くなっている。
（ウ）中途採用の見直し
　現在、中途採用をしている事業所に今後の中途採用見通しをたずねたところ（複数回答）、最も多かったのは「新規学卒者にこだわっていないので、優秀な人材がいれば採用する」（64.9％）で、次いで「即戦力がほしいので増やす」（19.4％）となっている。また、採用を減らすとした事業所は少数（5.6％）にとどまっている。このように中途採用意欲は高いことがうかがえる。
　現在、中途採用をしていない事業所においても、３割弱（28.6％）が「今後採用していく予定である」としている。
（３）インターンシップ制度
（ア）認知度と導入状況
　インターンシップ制度を「知っている」事業所は７割を超えている（71.5％）。知っている事業所のうち「導入している」は5.8％、「導入していない」は94.2％となっている。
（イ）導入予定と導入条件
　導入していない事業所のうち「導入予定なし」が７割近く（68.6％）を占めているが、「導入予定あり」は1.4％、「条件が整備されれば導入したい」も28.2％みられる。
　また、インターンシップ制度を導入するために必要な条件を聞いてみると、多い順に「事故が起きた際の責任の所在を明確化すること」（38.1％）、「実施に伴う人的・金銭的コスト等の負担が軽減されること」（35.0％）などとなっている（複数回答）。
（４）採用対策の実施状況
　「学校訪問、企業説明会の実施」のほか、「学歴・学校名を問わない」（49.4％）、「新卒・中途の別なく採用」（42.8％）など比較的新しい採用対策も多くの事業所で実施されている。なお、３年以内に実施予定の採用対策の中では、「インターネットホームページの開設」が15.8％と特に高くなっている。
（５）定着傾向と定着対策の実施状況
　約８割の事業所が若年労働者は定着していると答えている（「定着している」28.2％、「ある程度定着している」51.6％）。定着対策としては、「完全週休２日制の導入」（65.5％）、「上司や人事部門のフォローアップ」（54.0％）などが半数を超える事業所で実施されている。
　また、３年以内に実施予定の定着対策をみると「実力主義人事の導入」（19.2％）、「女性を活用する制度の充実」（11.4％）の割合が高くなっている。
（６）事業所からみた若年労働者が辞めていく理由
　「より適性にあった仕事を探す（探した）ため」（41.1％）が最も多く、次いで「結婚・出産のため」（33.1％）となっている（複数回答）。
◆若年の就職と転職の現状（第３章）
　若年労働者の職業意識を把握するため、調査対象事業所に勤める29歳以下従業員2,000人（有効回答655人）に、事業所を通して郵送配布、従業員から直接郵送回収によるアンケート調査を行った。
（１）職業適性と現在の仕事
　８割を超える若者が自分の職業適性を「把握している」（80.6％）と答えており、「仕事がおもしろいと感じること」（57.8％）、「自分の能力が活かせること」（54.2％）などを職業適性と考えている（複数回答）。
　また、現在就いている仕事は自分に向いていると考える仕事と同じかどうかたずねたところ、「同じ」が66.7％、「違う」が28.8％となっている。
（２）就職活動
（ア）重視したこと
　学校卒業後、最初の会社を選ぶ際に重視したことをたずねたところ（複数回答）、最も割合が高かったのが「職種・仕事の内容」で４割を超えており（41.5％）、次いで「会社の雰囲気」（29.8％）となっている。
（イ）反省点
　就職活動を振り返ってどのような反省点があるかたずねたところ（複数回答）、「自分のしたい仕事について深く考えておけばよかった」（40.2％）、「仕事に活かせる専門的な資格をとっておけばよかった」（38.3％）が多くあげられている。
（３）転職志向
　現在勤めている会社で働き続けることについてたずねたところ、「いつまでも勤めたい」とする割合が４割近く（36.4％）を占め、「転職を希望する」割合（18.1％）、「独立を希望する」割合（11.0％）を上回っている。
（４）転職経験のある若者の意識
（ア）転職理由
　転職した理由では、「会社に不満があった」がほぼ６割を占め（57.9％）、次いで「仕事が自分に適していないから」（27.3％）、「よりよい仕事をみつけたから」（15.7％）となっている。
（イ）転職するにあたって重視したこと
　「職種・仕事の内容」をほぼ半数（46.3％）があげており、「給与額」（30.6％）、「休日・休暇」（28.1％）と続いている（複数回答）。
（ウ）転職して変わったこと（満足度・不満・後悔）
　転職後、会社に対する満足度が「上がった」とする割合（63.6％）が、「下がった」とする割合（14.8％）を大きく上回っている。
　また、転職して前の会社で感じていた不満がなくなったとする割合は６割を超え（64.5％）、転職経験者のほぼ９割が転職を「後悔していない」と答えている（87.6％）。
◆求職中の若年の意識（第４章）
　求職中の若者（本調査では29歳以下を対象）の職業意識を把握するため、公共職業安定所等を利用している若者365人（有効回答107人）に対し、郵送又は直接配布によるアンケート調査を行った。
（１）正社員として働いていない若者の意識
（ア）求職活動
　正社員としての職業を「探している」とする回答が８割を超え（80.4％）、「探していない」（15.0％）とする割合を大きく上回っている。
（イ）会社を選ぶ際に重視すること
　正社員として働いていない若者に、正社員として勤める会社を選ぶ際に重視することをたずねたところ（複数回答）、「職種・仕事の内容」（57.3％）が最も多くなっている。
（ウ）正社員以外の雇用形態で働いている理由
　正社員以外の雇用形態（パート、アルバイト、派遣労働者、契約社員等）で働いている理由では、「自分に向いている仕事を探しているところだから」（65.1％）に回答が集中しており、次いで「正社員になれないから」、「気楽に働きたいから」（それぞれ16.3％）となっている。
◆調査結果からみた課題と今後の取組のあり方（第５章）
（１）若年者が適職に就けない原因
　今後、若年労働力に対する需要の増加が予想される一方で、若年者の適職ややりがいのある仕事へのこだわりは強くなる可能性が高い。しかし、自分のしたい仕事について十分に考えることなく就職しているため、適職とのミスマッチが生じている。このミスマッチを解消するためには、（ア）若年者の職業意識の形成に手助けとなるような機会を在学中に持たせること、（イ）一度仕事に就いてからでも、自分のやりたい仕事があれば転職できるような環境が整備されていること、が求められる。
（２）若年者が適職と出会えるよう職業意識形成の機会を確保・提供すること
　今回の調査によると、在学中に職業意識が形成されることが求められており、行政の取組として啓発冊子の配布や職業講話などが行われる必要がある。しかし、より深い職業意識の形成には就労体験が重要となってくる。このため、多様な仕事を体験できる職業意識啓発イベントなどの催しが、今後活発に実施されることが望まれる。また、インターンシップによって職業意識がより深く形成されると考えられることから、行政が制度のＰＲをしていくとともに、実施に向けた条件整備を進めていくことが重要である。
（３）適職に就くための転職ができるような環境を整備すること
　若年者が最初の就職から適職に就ければその方が望ましいが、在学中に自分のしたい仕事を十分に把握できないまま就職しているのが現状である。調査結果をみると、約５割の事業所が中途採用者を即戦力と考えており、採用意欲を示している。また、転職経験者も「職種・仕事の内容」を重視した上で転職し、転職することによって満足度が上昇している。このように転職が適職に就くための一つの手法になっている。
　今後、転職が適職に就くための手法として有効に機能するためには、職業に関する情報提供の充実を図っていくこと、そして時間や場所を問わずに情報にアクセスできるよう、学校を含めた行政機関、企業などがインターネットなどを活用した情報化を推進していくことが重要である。

第３部　大阪労働経済の動向

◆労働経済の動向（第１章）
　平成９年のわが国の経済は緩やかな回復基調で始まったが、個人消費の冷え込み、企業倒産件数の増加など、厳しさが増してきている。
　雇用情勢をみると、完全失業率が高水準で推移しており、有効求人倍率は前年を上回ったものの新規求職者数が大幅な増加傾向に移り、新規求人数が減少に転じ始めるなど、雇用失業情勢は更に厳しい局面を迎えている。
　平成９年の大阪の雇用情勢をみると、有効求人倍率は平成９年平均で0.58倍（全国0.72倍）と前年から0.01ポイント上昇（全国0.02ポイント上昇）したものの６年連続で１倍を下回り、また、近畿の完全失業率は4.0％（全国3.4％）と前年より0.1％低下したものの全国でも高い水準となっており、依然厳しい状況にある。
◆労働市場の動向（第２章）
　平成９年10月１日現在、大阪府の人口は882万3,311人（男性433万514人、女性449万2,797人）と、前年に比べ8,728人増加（0.1％増）した。
　大阪府の労働力人口は男性が289万3,478人、女性が176万5,245人、労働力人口比率は男性が79.6％、女性が46.1％となっている（平成７年）。
　府内の雇用者の推移を「常用雇用指数」（平成７年の常用労働者＝100）からみると、平成９年は95.2（規模30人以上）と対前年比1.0％減となっている。
◆求人・求職の状況（第３章）
　平成９年の府内の新規求人数は、前年比5.0％増と前年に引き続き増加で推移し、新規求職者数は同6.0％増と前年のマイナスからプラスに転じたことから、有効求人倍率は0.58倍と前年より0.01ポイント上昇した。年齢層別の有効求人倍率は、「24歳以下」で0.83倍と前年に比べ0.01ポイント上昇したものの、「25～34歳」で0.71倍、「35歳～44歳」で1.13倍、「45～54歳」で0.41倍、「55歳以上」で0.12倍と、各層とも前年より低下した。
　新規求人に対する充足数は前年に比べ3.5％増となったが、新規求人数の伸びが充足数の伸びを上回ったため、平成９年の新規求人の充足率は26.5％と、前年を0.4ポイント下回った。
◆新規学卒者の進路状況（第４章）
　平成９年３月の府内の中学校卒業者のうち就職者は1,948人と前年より4.4％減少し、離職率は2.1％となっている。
　また、平成９年３月の府内の高等学校卒業者のうち就職者は１万8,540人と前年より7.1％減少し、離職率は19.0％となっており、過去最低を記録した。
　府内４年制大学卒業者に占める就職者の割合を男女別にみると、平成９年３月卒で男性の就職率が71.5％、女性の就職率が62.6％と、前年よりそれぞれ0.1ポイント、0.8ポイント上昇している。
　また、府内短期大学の卒業者に占める就職者の割合を男女別にみると、平成９年３月卒で男性の就職率が44.6％（前年比3.8ポイント減）、女性の就職率が66.5％（前年比1.7ポイント増）となっている。
◆パートタイム労働者等の雇用動向（第５章）
　週間就業時間が35時間未満の短時間雇用者（非農林業）は、平成９年には全国で1,114万人（うち女性は746万人）となり、雇用者総数に占める割合は21.1％で前年（19.4％）より1.7ポイント上昇した。
　府内の平成９年のパートタイム労働者の新規求人倍率は2.35倍と前年（2.10倍）に比べ0.25ポイント上昇した。
　また、府内の平成９年の女性パートタイム労働者の時給は平均で918円（前年900円）であった。
◆高年齢者の雇用就業動向（第６章）
　府内の高年齢者（55歳以上）の有効求人倍率は、平成９年10月時点で0.12倍（前年0.13倍）と、府内年齢計の有効求人倍率（0.56倍）に比べ低水準となっており、平成５年以降、高年齢者の就職は厳しい状況が続いている。
　平成９年の府内企業の60歳以上定年制実施率は94.5％となっている。定年後の再雇用・勤務延長制度のある企業は77.2％であるが、希望者全員を対象とする65歳までの継続雇用制度導入企業は18.5％である。
　また、府内36のシルバー人材センターの会員数は合計３万2,869人となっている（平成10年３月末現在）。
◆障害者の雇用動向（第７章）
　障害者雇用促進法により障害者の雇用義務がある大阪府内の企業の障害者実雇用率は1.50％（平成９年６月１日現在）と前年に比べ0.01ポイント上昇しているが、法定雇用率の1.6％を下回っている状況にある。また、府内法定雇用率未達成企業の割合は49.3％であった。
　また、常用労働者数全体は前年に比べて減少しているが、障害者の雇用数も29,696人と前年（29,713人）とほぼ同じになっている。
　なお、平成10年７月１日から知的障害者を含む障害者雇用率が1.8％（民間企業）となる。
◆外国人労働者の雇用動向（第８章）
　府内における外国人登録者数は20万9,962人（全国141万5,136人）と東京都についで全国２位となっている（平成８年末現在）。また、都道府県別総人口（平成８年10月１日現在）に占める割合では大阪府が2.38％と最も高くなっている。
　労働省の「外国人雇用状況報告制度」の調査結果によれば、平成９年６月現在、大阪府内の外国人労働者数（わが国で永住を認められている外国人は含まれない）は延べ6,887人で全国第７位となっている。
　また、大阪府内の不法就労者の摘発状況は平成８年が3,641人と、３年連続で減少（前年比7.4％減）した。
◆労働条件（第９章）
　平成９年府内の常用労働者の平均賃金（定期給与総額）は36万2,096円と、前年と比べ1.6%上昇した。企業規模別格差をみると、「500人以上の規模」の事業所の平均給与総額を100とした場合、「30～99人規模」88.2（前年88.4）、「100～499人規模」89.2（前年90.1）となっており、それぞれ若干拡大した。
　産業別では、所定内給与総額の最も高いのが「金融・保険業」（38万5,201円）で、逆に最も低いのが「製造業」（32万3,077円）となっている。
　平成８年年末一時金の平均支給額は73万1,422円（前年比3.6％増）、平成９年夏季一時金の平均支給額は68万4,092円（前年比3.3％増）と、ともに前年に比べ増加した。
　平成９年の府内事業所の労働者の年間総実労働時間は、1,859時間と、前年に比べ25時間減少した。所定外労働時間は前年と同じく132時間となっている。
　平成９年４月１日に週40時間労働制が全面適用となったが、週所定内労働時間「40時間」を達成した企業の割合は91.3％（前年比20.3ポイント増）となっている。
　また、週休２日制を実施している府内における企業の割合は90.1％（前年比0.2ポイント増）となっている。
　府内常用労働者の年次有給休暇の取得率（平成８年８月１日～平成９年７月31日）は62.5％で、平均取得日数は11.2日（前年10.8日）となっている。
　府内の早期退職優遇制度の導入事業所は17.2％で、「500人以上規模」では、42.5％となっている。
◆職業能力開発（第10章）
　平成９年度の高等職業技術専門校等における普通職業訓練の普通課程は、23訓練科・修了者412人、短期課程の普通職業訓練は、20訓練科・修了者593人であった。在職者訓練であるテクノ講座には、212コース3,607人が受講した。
　大阪障害者職業能力開発校においては、８訓練科、修了者116人であった。
　知事が認定する企業内職業能力開発「認定職業訓練」の実績は、102件１万7,030人となっている。
　生涯能力開発給付金の支給対象者数は延べ14万1,623人であり、支給額は19億5,892万円であった。
　また、平成９年度の技能検定試験の府内の合格者数は4,937人、累計では12万2,936人となった。
◆雇用保険・労災保険（第11章）
　平成９年度における府内の雇用保険の適用状況は、適用事業所数16万6,774所（前年度比2.1％増）、一般被保険者数313万8,503人（同0.0％増）となっている。基本手当の受給者実人員は月平均６万9,916人で前年度比6.9％増加し、基本手当支給額は1,339億円9,061万円（同8.9％増）で、前年度に比べ大幅に増加した。
　平成８年度の府内の労災保険の適用労働者数は387万2,583人で、前年度比0.2％増となっている。また、支払件数は40万9,433件、前年度比4.9％増となっており、労災保険の府内給付額は約398億円となっている。
　なお、府内の死亡災害（平成９年）は135人と、前年比７人減となった。
◆労使関係（第12章）
　府内の労働組合の組織状況は、平成９年６月30日現在で5,999組合（対前年比0.4％増）、組合員数は102万9,684人（同1.4％減）となっている。また、推定組織率は20.7％（前年比0.5ポイント減）となり、同組織率が明らかである昭和50年以降で最低を更新する結果となった。
　平成９年春闘の府内の加重平均妥結額は8,691円（前年比402円減）、率は2.94％（同0.08ポイント減）となった。
　平成９年の夏季一時金の単純平均妥結額は63万9,288円（2.30か月）と前年を上回る結果となったが、年末一時金の単純平均妥結額は66万1,802円（2.38か月）と前年を下回る結果となった。
　また、大阪府地方労働委員会に新規に係属した平成９年の調整事件は46件（前年比６件増）で、不当労働行為の救済申立て件数は77件（前年比18件増）であった。新規の審査事件の内容では、「労働組合の結成・運営に関する支配・介入等（３号事件）」が最も多く、48件となっている。
　大阪府労働部が受けた平成９年度の労働相談件数は8,080件（前年度比46.9％増）で、「労働条件に関する相談」が4,654件と最も多く、「セクシュアル・ハラスメントに関する相談」も235件となっている。

